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本研究は，降雨によって引き起こされる斜面崩壊に着目し，斜面崩壊発生確率モデルを用いた地域リス

ク情報の開発を行った．斜面崩壊発生確率と土砂災害警戒区域を重ね合わせることで，地域に対する具体

的な対策を立案できるリスク情報の開発を試みた．結果として，長野県の土砂災害警戒区域内において，

降雨量によって変化する動的な斜面崩壊発生確率マップが構築され，地域のリスク情報が強化された．ま

た、将来気候モデルアウトプットを用いて，RCPシナリオごとに降雨可能最大降雨量の推定を試みた．今

後は，複数の気候モデルで可能最大降雨量を求め，将来気候における斜面崩壊発生確率のポテンシャルを

見積もる意向である． 
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1.  はじめに 

 

土砂災害は短時間で多くの人命を奪い，建物や社

会インフラなどに大きな影響を与える現象である．

特に，降雨が誘因となって発生する斜面崩壊は，崩

壊後に土石流に変化し，川の下流へ一気に流れ出す

可能性も含む死傷リスクの高い現象である．平成29

年の土砂災害発生件数は1,514件と平成19年から平

成28年までの過去10年間で最も多い件数となった1)．

特に，平成29年の九州北部豪雨災害では，24時間降

水量が朝倉市で545.5mmを記録した．この豪雨によ

り，福岡県，大分県では計275件の土砂災害が発生

し，死者・行方不明者は計23名に上った．こうした

現状に加え，地球温暖化の影響により，降水の極端

化が進行し，現在から将来的に降雨量の増大，豪雨

頻度の増加，無降雨期間の長期化が推計されている．

国連気候変動に関する政府間パネル (IPCC ：

Intergovermental Panel on Climate Change)の特別報告

書2)によると，特に中緯度の陸域の大部分と湿潤な

熱帯域において，極端な降水がより強く，より頻繁

となる可能性が非常に高いと予測されている．これ

らのことから今後，降雨によって引き起こされる土

砂災害の発生頻度の増加が見込まれ，一層の対策強

化，および気候変動を意識したハード・ソフト対策

が必要不可欠となる．2001年には土砂災害防止法が

施行され，全国でソフト対策強化に向けた土砂災害

警戒(特別警戒)区域を指定するための基礎調査が行

われている．しかし，この指定は一定の地形条件と

いう素因にのみ着目して施されている．具体的なハ

ード対策や避難計画，防災訓練などの対策を講じる

ためには，素因だけではなく，土砂災害を引き起こ

すきっかけとなる誘因も調査・評価対象にすること

が望ましい．そこで，本研究では，降雨が誘因とな

る斜面崩壊リスク評価を行った． 

土砂災害の危険度評価に関する研究事例として，

Ohlmacher3)らは，アメリカのカンザス州北東部にお

いて，地形と地質に着目し，統計的な解析手法によ

る発生確率を用いた土砂災害評価モデルを開発した．

また，川越ら4)はこのモデルを基に，水文量として

降雨量を導入して，誘因の影響が考慮された動的な

土砂災害発生確率モデルを開発した．このモデルを

用い気候モデルを用いて日本の将来の土砂災害によ
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ってもたらされる被害額を推計し，危険度を評価し

た．また，齋藤ら5)は，川越らのモデルを対象地質

項目の細分化，空間解像度の高解像度化を行い，地

域スケールに適用できるように改良を行った．  

本研究では，齋藤らの研究結果を基に，土砂災害

警戒区域の斜面崩壊発生確率を求めることで，社会

で運用されている地域スケールでのリスク情報の強

化を行った．更に，将来気候モデルアウトプットを

用いて，将来の可能最大降水量(PMP)の試計算を行

った．PMPを用いて，将来気候での斜面崩壊発生確

率を求め，気候変動による影響を評価する予定であ

る． 

 

2. 対象領域 

 

川越らの土砂災害崩壊発生確率モデルでは日本列

島全域を対象としていたが，本研究では，齋藤らが

改良した長野県を対象とした地域レベルへ適用でき

るモデルを使用している．従って，対象領域として，

長野県のデータを設定し，リスク情報の強化，将来

の評価情報整備を進めた．長野県は中央部を南北方

向に糸魚川静岡構造線が縦断しており，東西には中

央構造線，更にはフォッサマグナも分布しているこ

とから，複雑かつ脆弱な地質が多く分布している．

また，地形面積の8割以上が山地であることから，

斜面が多数存在しており，降雨が誘因となる斜面崩

壊が起こりやすい地域と解釈できる．山岳地に社会

が形成され，人口も多く分布していることから，土

砂災害発生件数が多くなる可能性を含んだ地域評価

においてサンプルになるエリアである．  

 

3.  斜面崩壊発生確率モデル 

 

斜面崩壊発生確率モデルは，過去の災害履歴を用

いて，地形・地質条件，水文量から，斜面崩壊の起

こりやすさを確率で表すことが可能なモデルである．

構造としては，x軸に動水勾配，y軸に起伏量，z軸

に災害履歴をもとにした崩壊の有無(崩壊有：1，崩

壊無：0)をとり，多重ロジスティック重回帰分析を

行った．これは，災害実績の有無を「1」と「0」に

二項分布させ，これをロジスティック曲線で連結し， 

 

重回帰式で解くことでモデル式が導かれる(図1)．

式(1)に斜面崩壊発生確率モデル式を示す． 

ここで，P：崩壊発生確率，β0：動水勾配係数，

βh：起伏量係数，hydYh：動水勾配，reliefYr：起伏量

である．起伏量は最高標高と最低標高の差である．

動水勾配は，斜面傾斜度と表層土壌データから擬似

二次元断面を作成し，不飽和浸透解析を行うことで

得られた．これらを用いて地質ごとにモデル式が作

成された．データセットは，降雨量にレーダーアメ

ダス解析雨量を用いている．対象イベントは 2004

年の台風 23 号を用い，イベント内でも降水量の多

かった 10 月 23 日の日降水量を使用した．起伏量，

斜面傾斜度，表層土壌，土砂災害警戒区域は国土数

値情報を，表層地質は長野県デジタル地質図 2015

を使用した． 

 

4.  研究方法 

 

(1)  斜面崩壊発生確率マップと土砂災害警戒区域の

重ね合わせ 

土砂災害警戒区域とは，土砂災害によって住民に

被害が及ぶ地域を表している．全国で整備済み，ま

たは整備中であり，基礎調査を基に指定されている．

警戒区域の指定基準は以下の通りである． 

・傾斜度30度以上かつ高さ5m以上の区域 

・急傾斜地の上端から水平距離が10m以内の区域 

・急傾斜地の下端から高さの2倍以内の区域 

また，土砂災害警戒区域のうち，建築物に損壊が

生じ，住民に著しい危害が生じる恐れがある区域を

土砂災害特別警戒区域に指定し，更に開発行為の規

制，建築物の規制，建築物の移転勧告が行われる． 

図１ 斜面崩壊発生確率モデルの構造イメージ 
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国土交通省の報告によると，現在，長野県では土砂

災害警戒区域が26,950箇所，特別警戒区域は21,322

箇所に上る．この数量は全国の都道府県でも上位で

あり，危険斜面が多い地域特徴を示している．しか

し，この指定は地形条件でのみ判定しているため，

降雨や地震が起きた場合，実際に崩壊しやすい斜面

であるかは定かではない．本研究では，このような

社会で実装されている情報を強化し，具体的な対策

を計画立案できるツールとすることを目的としてい

る．方法として，GIS上で作成した斜面崩壊発生確

率マップと土砂災害警戒区域を重ね合わせ，降雨量

を変化させて警戒区域における斜面崩壊発生確率の

降雨感度分析を行った．更に，長野県内でも多くの

土砂災害が発生した2004年10月23日の台風23号の降

雨イベントを用いて，発生確率を導出した．その結

果から，発生確率を0%から100%までを5%ごとに区

切り度数分布表を作成することで，考察を行った． 

 

(2) 現地踏査 

齋藤らの挙げた課題として，過去の災害履歴を用

いて構築したモデルで求めた発生確率がどの程度の

精度であるのかという不確実性の検証が必要であっ

た．本研究では，不確実性に対してのアプローチと

して現地踏査を実施した．なお，現地踏査を行うに

あたり，長野県および長野県環境保全研究所の協力

のもと，長野県の中で代表地域として長野市および

小川村を選定し，既存資料を基に土砂災害警戒区域

内における現地踏査を実施した．それに合わせて，

長野市および小川村における警戒区域の発生確率マ

ップを作成した．現地踏査を行うことで斜面の現状

を把握し，斜面崩壊発生確率の高低や対策工の有無

などを比較・確認を行った．  

 

(3) Clausius-Clapeyron式による将来気候における

可能最大降水量(PMP)の推定 

気候変動によって起こる降水の極端化での豪雨頻

度の増加を考える場合，空気中の気温と水蒸気量の 

関係性を表したClausius-Clapeyron式(以下C-C式)が

ある．気温の上昇に伴って大気中の飽和水蒸気圧は，

指数関数的に増加し，気液平衡である場合，その増

加率は約7%℃-1であることに基づいたプロセスに基

づき式化，および定量化されている．なお，渡辺ら
6)は，日本国内でも多くの観測データの極端降水頻

度の変化率が7%/℃-1に類似することを明らかにし

た．また，内海ら7)は，日本を含むアジア圏におい

て，降雨量の99パーセンタイル値の極端降水がC-C

式から推定された水蒸気量変化率と類似することが

明らかにしている． 

本研究においては，長野県内AMeDAS観測におけ

る1986年から2015年の30年分の気温と降雨量データ

を用いて，日降雨量の気温ビン毎に降雨量99パーセ

ンタイル値を抽出した．これを基にC-C式を作成す

ることで降雨量(水蒸気量)の変化率を求めた．また，

C-C式の理論値である7%℃-1と比較をした．また，

求められたC-C式を用いて，可能最大降水量(PMP：

Probability Maximam Precipitation)の推定を行った．

なお，C-C曲線からPMP計算にあたり，用いた式は

以下の通り． 

ここで，a，b：係数，t：気温である．この式に将

来気候モデルアウトプットデータを入力することで，

現在気候と将来気候における最大可能降水量を推定

した．今回，用いた気候モデルは，MIROC5の2050

年と2070年における各RCPシナリオ9月分のデータ

である．ここから，現在気候と将来気候のPMP変化

について分析を行った． 

 

 

図２ 日降雨量ごとの長野県土砂災害警戒区域における斜面崩壊発生確率 
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5.  結果と考察 

 

(1)  斜面崩壊発生確率マップと土砂災害警戒区域の

重ね合わせ結果 

 斜面崩壊発生確率と土砂災害警戒区域の重ね合わ

せ結果を図2～図4に示す．図2より，長野県全体で 

見ると，いずれの降雨量の場合でも広域の警戒区域

が低確率であることが分かる．これは，警戒区域に

危険でない斜面が含まれている可能性が示唆される．

従って，現地調査や航空写真などの目視よる確認が

必要である．図3より，降雨量が100mmから200mm

よりも100mmから300mmに増加した場合の方が，

確率が急激に上昇する結果が得られた．図4では長

野市および小川村を例に，2004年の台風23号による

降雨イベントを用いて発生確率を計算した．比較的，

警戒区域は小起伏から中起伏にかけて存在している

ことが明らかとなった．また，長野市東側には長野

盆地が広がっており，山地と盆地の境界部分に大規

模かつ高確率な警戒区域が多く存在していることが

判明した． 発生確率の高低の基準を設定するため

に，長野市および小川村における斜面崩壊発生確率

の度数分布表を作成した(図5).ここから，発生確率

20%と95%で頻度に大きな差が見られたので，発生

確率の高低境界として発生確率を低確率(0～20%)，

中確率(20～95%)，高確率(95～100%)の3段階に分類

した．これにより，災害対策を行う上で重要となる

優先度を導きやすい情報が整備された． 

 

(2) 現地踏査結果 

 既存資料と現地踏査結果(一部抜粋)をまとめたも

のを表1に示す．①，③は長野市・小川村の警戒区

域にける最大最小確率の地点であり，②，④は踏査

を行ったなかでの最大最小確率の地点である．②の

ように，対策工があり，発生確率が高い斜面では，

対策工の老朽化，個人による簡易な対策などが見ら

れたため，早急な対応が必要であることが判明した． 

また，①と③では日降雨量，起伏量ともにほぼ同値

だが，確率が大きく異なっている．原因としては，

地質の違い，またはモデルの不備などが考えられる

ため，今後原因を明らかにしていく必要がある． 

今回，モデルの不確実性の検証として実施したが，

対策施設の老朽化や住民による私的な対策が多く見 

られ，効果を期待できない対策も見受けられた．住

民からの聞き取りを実施したところ，過去の土砂災

害の経験から私的な対策を設置したという回答が得

られた．私的な対策がなされていることから，住民

の斜面崩壊に対する危機意識がみられた．土砂災害

警戒区域指定のために行った基礎調査資料や現場の

状況等を踏まえ，対策工の点検や対策の強化を行う

必要があると考えられる．その際に，本研究のよう

な発生確率を用いることで，点検や対策の優先度を

見積もることが期待できる． 

 

(3) Clausius-Clapeyron式による将来気候における 

可能最大降水量の推定結果 

図３ 土砂災害警戒区域の斜面崩壊発生確率差 

表１ 現地踏査結果一覧表(一部抜粋) 

図５ 斜面崩壊発生確率の度数分布表 

図４ 2004年 10月 23日の降雨量を用いた発生確率 
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 長野県の過去30年分の観測値から作成したC-C式

を基に気温と日降水量の関係を表したグラフを図6

に示す．C-C式の理論値である7%℃-1に対し，計算

結果は7.96％℃-1と比較的近い値を示し，渡辺らと 

同様の結果が得られた．C-C式から求めた(2)式の傾

きaおよび切片bを用いたPMP推定式は以下の通り． 

次に、この式の気温として，気候モデルMIROC5の 

2050年9月，2070年9月のRCPシナリオごとのアウト

プットデータを代入し，長野県における2050年，

2070年のRCPシナリオごとのPMP推定結果を図7に

示す．現在気候と比較して2050年は120.5％，2070

年は123％増加する結果となった． 2050年から2070

年にかけては2.5％と微増である結果が得られた．

RCPシナリオ別に見てみると，RCPシナリオが進む

につれて，PMPは増加していくが，RCP6.0では他

の計算結果より低い値となった．しかし，降雨量が

現在よりも約2割増加することで，斜面崩壊をはじ

めとする土砂災害発生件数が今以上に増加すること

は明らかである．将来的に降雨量の増加が見込まれ

ていることから，予測結果を考慮した災害対策を講

じていくことが必要である． 

 

図６ Clausius-Clapeyron 式における気温と降水量の関係 

図７ 気候モデル MIROC5を用いた可能最大降水量の試計算 
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6.  結論 

 

斜面崩壊発生確率モデルを用いて作成した斜面崩

壊発生確率マップと，土砂災害警戒区域を重ね合わ

せることで，災害対策の優先度やその計画に利用で

きるといった，社会で運用されている情報の強化を

図ることが可能となった．また，現地踏査によって

対策工の老朽化や，住民による斜面対策が行われて

いる現況を踏まえ，対策の優先度を決めるに当たり，

発生確率だけでの判断ではなく，危険箇所の状態を

記録した既存資料や人口，想定被害額などを複合的

に考慮していく必要がある．従って，当モデルのみ

の評価ではなく，評価指標の1つとして扱うのが望

ましい．また，本研究では気候変動の影響を見積も

るために，気候モデルアウトプットを用いて可能最

大降水量の試算を行った．結果として，現在気候よ

りも極端降雨による記録的な豪雨が発生すると推計

されたことから，より一層の土砂災害対策を施して

いく必要性が示唆された．ただし，本研究では1つ

の気候モデルの一部のみを用いて行った推計である

ため，今後は複数の気候モデルを用いて同様の試計

算を行い，最終的な目標として，気候モデルアウト

プットを用いた，将来機構における斜面崩壊発生確

率を推定していく意向である． 
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